




























































































































































































































































































































下 ②言語化が困難 ③固定された価値観 ④親亡





































































































































































































































































・非正規雇用労働者 平成 12年:26.0％ → 平成 25
年:36.7％
・年収200万円以下の給与所得者 平成12年:18.4％
→平成25年:24.1％
・高校中退者:約6.0万人（平成25年度），中高不
登校:約15.1万人（平成25年度）
・ニート:約60万人（平成25年度），引きこもり:
約26万世帯（平成18年度厚労科研調査の推計値）
・生活保護受給世帯のうち，約25％（母子世帯にお
いては，約41％）の世帯主が出身世帯も生活保護
を受給。（関西国際大学道中隆教授による某市での
平成19年度の調査研究結果）
・大卒者の貧困率が7.7％であるのに対し，高卒者
では14.7％，高校中退者を含む中卒者では28.2％
6「資料3－1 生活保護基準未満の低所得世帯数の推
計について」平成22年4月9日 厚生労働省社会
援護局保護課
なお，調査報告の留意点として，統計データから
は資産や扶養状況の把握は困難であるため，生活保
護の申請意思がありながら受給から漏れている要保
護世帯の数を表すものではないとしている。
7「社会保障税一体改革成案」（2011年6月30日
政府与党社会保障改革検討本部決定）の中で，生
活保護の見直しとして「稼得能力を有する生活保護
受給者向け自立就労支援メニューの充実と支援強
化」が挙げられ，「社会保障税一体改革大綱」
（2012年2月17日閣議決定）では，「ⅱ生活保護の
適正化の徹底」の中で「支援が必要な人に対し適切
な保護を行う一方で，国民の信頼を損なうような不
正悪質な事例に厳正に対処する。電子レセプトの
効果的活用や後発医薬品の使用促進等を通じた医療
扶助の適正化，調査手法の見直しを通じた不正受給
対策を徹底する」と，生活保護法の改正の方針が示
された。
8 熊木正人（2015）「生活困窮者自立支援制度はなぜ創
設されたのか」『月刊福祉』98（9），13頁
―89―
9 本後健（2016）「生活困窮者自立支援制度をどの
ように活用するか」『自治実務セミナー』646，7頁
10 前掲12頁
11 斎藤縣三（2016）「現場からのレポート 生活困窮者
支援は何ができるか」『福祉労働』150，125頁
12 前掲「資料2 生活困窮者自立支援法の施行状況等
について」2頁の中で，「都道府県知事等による就労
訓練事業」を ・いわゆる「中間的就労」・としている。
13 竹信三恵子（2015）「中間的就労を生活保護からの排
除の受け皿にしないために」『都市問題』106（8），69
頁
14「資料3－3 生活困窮者対策と生活保護制度の見直
しの方向性について」平成24年4月26日 厚生労
働省社会援護局総務課 第1回社会保障審議会生
活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会資料
15「資料1 生活困窮者自立支援制度の取組状況等につ
いて」の中で，就労準備支援事業41％増，家計相談
支援事業48％増，一時生活支援事業37％増，子ど
もの学習支援事業41％増と報告している。
16 2015年度の国の目安値は，①新規相談受付件数:人
口10万人あたり20件/月 ②プラン作成数:人口10
万人あたり10件/月であり，2016年度の国の目安値
は，①新規相談受付件数:人口10万人あたり22件/
月 ②プラン作成数:人口10万人あたり11件/月で
ある。
17 2016年度（4月～7月分）の集計結果:前掲「資料1
生活困窮者自立支援制度の取組状況等について」，
2015年度（4月～10月分）の集計結果:前掲「資料2
生活困窮者自立支援法の施行状況等について」
18 五石敬路（2015）「生活困窮者自立支援法と地域にお
ける相談事業のあり方」『部落解放研究』203，182
頁
19「平成28年度 生活困窮者自立支援制度の実施状況
調査 集計結果」厚生労働省社会援護局 地域福
祉課生活困窮者自立支援室 12頁
20 2015年9月17日に厚生労働省の「新たな福祉サー
ビスのシステム等のあり方検討プロジェクトチーム」
が発表した報告書である。
21 前掲 18頁参照
22 前掲 20－21頁参照
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